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今月の最新ニュース 

「タイにおける医療産業について(1)」 

 

 前回までのレポートでは、タイ国内で注目されている航空機産業をレポートさせていただき

ました。今回からは、同じく注目産業の一つである医療分野をテーマとして、複数回に渡り情

報をお届けします。第一回目は、タイの医療市場の全体像をつかんでいただけるように、まず

は、タイの人口動態・社会保障制度・政府方針についてレポートします。 

 

 アセアン諸国は若い国というイメージがありますが、実は高齢化はタイの社会問題の一つと

なっています。2021 年の段階でタイの人口（約 6,800 万人）のうち 32％が 24 歳以下ですが、

60 歳以上の割合が 20％となっており、2050 年には 30％を超えると言われています。タイでは

1970 年代に、子供一人当たりの医療・教育の支出増加を目的に、政府が産児数を抑制する家族

計画を奨励していました。その結果、2000 年代に入り高齢化が始まり、国内の医療・介護産業

の需要が高まっています。 

 

 タイの医療産業が注目される理由の 1 つが医療ツーリズムの拡大です。コロナ前は年間に約

400 万人が医療ツーリズムでタイを訪れています。これは、2004 年にタイ政府が医療ツーリズ

ムを国家戦略として進めた結果といえます。国際医療機能評価機関による認証を受けている病

院数が 50 弱ほどあり、日本（約 20）よりも多く存在しています。病院での対応言語もタイ

語・英語は勿論のこと、日本語・中国語・ベトナム語・アラブ語・ドイツ語・フランス語など

複数言語での対応が可能で、海外からの受け入れ態勢を整えています。 

 

 タイ政府は、2016 年に「医療ハブ戦略 10 年計画」を策定しました。本計画は「医療サービ

スハブ」「ウェルネスハブ」「アカデミックハブ」「製品ハブ」の 4 本柱で策定されており、

より高度な医療産業のエコシステムの構築を目指しています。この計画の中でタイ政府は各医

療機関に、国際的な認定の取得を推奨したり、医療サービス事業者への投資インセンティブの

提供を掲げたりしています。その効果もあり、2019 年の医療ツーリズムは 400 万人を超える数

値となりました。しかし、コロナ禍で 2021 年には医療ツーリズムが数万人の規模に落ち込む

事態となり、その復活に向けて医療ビザの発行を開始しました。このビザの有効期間は 1 年間

となっており、その間は複数回の入国が可能（連続滞在日数は 90 日）となります。 

 

 高齢化による医療需要の高まりや、医療ツーリズムによる医療技術の高度化、そして、医療

産業のエコシステム構築を目指すタイ政府の計画によって、タイの医療市場の拡大が見込まれ

ています。日系企業にとっては、先端医療機器やヘルスケア商品などの販売といった可能性が

広がっており、多くの企業が注目をしている市場となっています。 
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   ※60 歳以上の人口が総人口に占める割合（タイでは 60 歳以上を高齢者としている）*NC Biz Center 作成 

 

 

タイの主な社会保障制度 

対象 公務員・国営企業従業員 民間企業従業員 その他（自営業など） 

医療 ・公務員医療保障制度 

退職後も適用され、家族も利用可能。医療

サービスが無償。（私立病院などの入院等

は除く） 

・社会保障制度 

医療サービスが一定限度額まで無償。

（登録された医療機関のみ） 

・国民医療保険制度 

医療サービスが低額または無償で受け

られる。 

（指定された病院のみ） 

年金 ・政府年金基金/政府年金 

支給年齢 60 歳 

〈給付水準〉 

拠出額と運用利回りの合計額。（政府年金

は 1997 年以前の制度。） 

・社会保障制度 

支給年齢 55 歳 

〈給付水準〉 

退職直前 5 年間の平均給与月額を基に

支給額を策定。 

 

・退職積立制度 

〈給付水準〉 

退職時の運用実績に応じて給付。 

 

・国家貯蓄基金 

支給年齢 60 歳 

〈給付水準〉 

拠出額と運用利回りの合計額。 

 

・老齢福祉手当 

支給年齢 65 歳 

〈給付水準〉 

高齢の低所得者に対し一定額の支給。 

 

                                         *NC Biz Center 作成 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

  

  

  

  

  

                    

       

           
       

           
      

           
        

 

大阪産業局 タイビジネスサポートデスク 

株式会社NCネットワーク(タイ: NC BIZ CENTER (THAILAND) CO., LTD.) 

日本事務所：東京都台東区東上野１丁目１４番５号 ユーエムビル８階 

タイ事務所：142 Two Pacific Place Unit 1101 11F, Sukhumvit Road, 

     Khlongtoei, Khlongtoei, Bangkok 10110 THAILAND 


